
２０２０年　３月３１日現在

（単位：円）

　科　　目 金　　額  　科　　目 金　　額

資　産　の　部 負　債　の　部

　流動資産 3,505,079,985  　流動負債 2,849,023,679

現金及び預金 417,701,648 営業未払金 974,030,089

営業未収金 365,783,584 リース債務 47,553,840

棚卸資産 1,530,951 未払金 212,426,503

前払金 55,714,890 未払費用　 107,453,561

前払費用 62,984,447 未払法人税等　 5,539,700

未収収益 2,624,425 未払消費税等　 22,066,700

短期貸付金 2,385,256,805 営業前受金 1,465,944,936

未収金 503,444 預り金 14,008,350

立替金 123,476,841

預け金 89,502,950  　固定負債 151,741,233

リース債務 5,843,240

長期未払金　 467,448

　固定資産 782,578,279 預り保証金　 3,000,000

有形固定資産 119,137,774 退職給付引当金 126,120,545

建物附属設備 46,482,839 役員退職慰労引当金 16,310,000

器具備品 19,257,855

リース資産 53,397,080

無形固定資産 66,011,018 負　債　合　計 3,000,764,912

ソフトウェア 63,598,851 純　資　産　の　部

その他 2,412,167 　株主資本 1,286,893,352

投資その他の資産 597,429,487 資本金　 100,000,000

長期貸付金 400,000,000 資本剰余金 140,000,000

差入保証金 100,344,860 その他資本剰余金 140,000,000

長期前払費用 8,677,937 利益剰余金 1,046,893,352

繰延税金資産 88,397,930 利益準備金　 18,124,000

長期債権 519,760 その他利益剰余金 1,028,769,352

貸倒引当金 △ 511,000 繰越利益剰余金　 1,028,769,352

(うち当期純利益) ( 129,425,113 )

　純　資　産　合　計 1,286,893,352

資　産　合　計 4,287,658,264 負債・純資産合計 4,287,658,264

貸　　借　　対　　照　　表

第　48　期　　決　　算　　公　　告
(株）JTBビジネスイノベーターズ

東京都港区港南1-6-31　品川東急ビル7階



 

           個 別 注 記 表 
 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１．資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を適用しております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産・・・・・・定率法を適用しております。 

（リース資産以外）   ただし、2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物 

は、定額法を適用しております。 

 

（２）無形固定資産・・・・・・定額法を適用しております。 

     なお、ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法を適用しております。 

 

（３）リース資産・・・・・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を適用して

おります。 

            

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金・・・・・・・売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

 

（２）退職給付引当金・・・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき当事業年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（11 年）による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

 

（３）役員退職慰労引当金・・・役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理・・・税抜方式によっております。 

（２）連結納税制度・・・・・・連結納税制度を適用しております。 

 

以 上 


